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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第83期

第２四半期
連結累計期間

第84期
第２四半期
連結累計期間

第83期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 113,327 118,837 241,752

経常利益 (百万円) 5,334 6,068 14,000

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,645 4,829 10,820

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,817 6,878 14,234

純資産 (百万円) 118,495 130,915 125,585

総資産 (百万円) 212,937 230,241 233,110

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 33.09 43.85 98.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.5 56.7 53.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,655 9,090 12,059

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,519 △1,790 △7,665

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,984 △2,023 △3,870

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 26,629 31,296 26,122
 

 

回次
第83期

第２四半期
連結会計期間

第84期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 16.81 24.74
 

　
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容について、

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生及び前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間の国内経済は、企業収益や雇用環境は引き続き改善傾向にあり、景気は緩やかな拡大

基調で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、特徴ある製品づくりやトータルソリューション提案による新しい市場

創出、各事業分野でのシェア拡大と新規顧客開拓に努めるとともに、生産性向上やコストダウンを推進してまいり

ました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高118,837百万円（前年同四半期比4.9％増）、営業利益

5,236百万円（前年同四半期比11.4％増）、経常利益6,068百万円（前年同四半期比13.8％増）、親会社株主に帰属

する四半期純利益4,829百万円（前年同四半期比32.5％増）となりました。

 
セグメントごとの業績は次のとおりであります。

 

セグメントの名称

売上高(百万円) セグメント利益(百万円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減
前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減

オフィス環境事業 57,422 61,751 4,328 2,884 3,763 878

商環境事業 48,383 47,408 △974 1,708 656 △1,051

その他 7,521 9,677 2,155 109 816 706

合計 113,327 118,837 5,509 4,702 5,236 534
 

　
(注) セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

オフィス環境事業

オフィス環境事業につきましては、大規模オフィスビルの安定的な供給にともなう大型移転案件が増加するとと

もに、業績が好調な企業を中心としたオフィスの移転需要及びリニューアル需要も堅調に推移いたしました。この

ような状況のもと、オフィスでの働き方改革や健康への関心の高まりに対応した新しいオフィスづくりの提案を積

極的に展開したことにより、高付加価値の大口案件が増加いたしました。また、西日本を中心に病院や公共施設等

のオフィス周辺市場への積極的営業活動にも努めたことにより、前年同四半期連結累計期間に比べ、売上高、利益

とも大幅に増加いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、61,751百万円（前年同四半期比7.5％増）、セグメント利益は、3,763百万

円（前年同四半期比30.5％増）となりました。
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商環境事業

商環境事業につきましては、食品スーパー、ドラッグストアなど業績が好調な小売業を中心に、店舗什器、カー

ト機器、セキュリティ製品など総合力を活かしたトータル提案を強化し、冷凍冷蔵ショーケースのシェアアップや

コスト低減に努めましたが、資材価格や工事費の上昇、台風等の自然災害の影響を受けた小売業の投資減速もあ

り、前年同四半期連結累計期間に比べ、売上高、利益ともに減少いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、47,408百万円（前年同四半期比2.0％減）、セグメント利益は、656百万円

（前年同四半期比61.6％減）となりました。

　

その他（物流機器事業他）

物流機器事業につきましては、増加するネット通販を扱う物流倉庫を中心に、人手不足に対応した省人化の要望

に対し、提案力と優位性のある製品の強みを最大限に活かした積極的な営業活動に努めました。また、社内エンジ

ニアリング体制を強化し、利益率が改善したことにより、前年同四半期連結累計期間に比べ、売上高、利益とも大

幅に増加いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は、9,677百万円（前年同四半期比28.7％増）、セグメント利益は、816百万円

（前年同四半期比7.5倍）となりました。　

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、次のとおりであります。

総資産は、前連結会計年度末から2,868百万円減少して230,241百万円となりました。流動資産は、現金及び預金

の増加、売上債権の減少を主な要因として5,015百万円減少し、固定資産は、投資有価証券の増加を主な要因とし

て2,146百万円増加いたしました。

負債は、仕入債務及び賞与引当金の減少を主な要因として、前連結会計年度末から8,199百万円減少し、99,326

百万円となりました。

純資産は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加を主な要因として、前連結会計年度末から5,330百

万円増加し、130,915百万円となり、自己資本比率は3.0ポイント上昇して56.7％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益6,951百万円、減価償却費2,725百万円及び売

上債権の減少額11,626百万円等による増加と、賞与引当金の減少額1,388百万円、仕入債務の減少額7,196百万円及

び法人税等の支払額2,455百万円等による減少の結果、9,090百万円の資金増加（前年同四半期は7,655百万円の増

加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却及び償還による収入1,741百万円等による増加と、

有形固定資産の取得2,181百万円及び無形固定資産の取得490百万円等による減少の結果、1,790百万円の支出（前

年同四半期は4,519百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額1,541百万円等による減少の結果、2,023百万円の支出

（前年同四半期は1,984百万円の支出）となりました。　

これらの結果、当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から5,174百万

円増加（前年同四半期は1,167百万円の増加）し、31,296百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。
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(当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策))

a. 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や企業価値の源泉を十

分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とす

る者である必要があると考えております。

当社は、当社の支配権の移転をともなう買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。そして、当社株

式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、当社の企業価値の源泉を理解

した上で、これらを中長期的に確保し、向上させることができない場合などには、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益は毀損されることになります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 
b．基本方針実現のための取組みの具体的な内容の概要

イ 基本方針の実現に資する特別な取組みの具体的な内容の概要

当社は、「競争力の向上」、「国内事業基盤の強化」及び「グローバル化による市場拡大」の取組みを進める

ことにより、中長期の成長を目指した企業価値の向上に努めております。

また、当社は、株主の皆様に対する経営陣の責任の所在を明確化するため、取締役の任期を１年としておりま

す。また、独立性を有する社外取締役を３名選任しております。さらに、監査役４名のうち、２名は独立性を有

する社外監査役です。これら社外取締役と社外監査役が取締役会等に出席し、取締役の業務執行を十分に監視で

きる体制となっておりコーポレート・ガバナンス体制の強化に努めております。

ロ 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組みの具体的な内容の概要

当社は、2018年５月９日開催の当社取締役会決議及び同年６月28日付の第83期事業年度に係る株主総会決議に

おいて、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ）として導入された、当社株式の大量取得行為に関する対応

策（買収防衛策）を更新いたしました(以下、更新後の対応策を「本プラン」といいます。)。

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める

等、本プランの目的を実現するために必要な手続を定めております。

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会又は当社株主総会において本プランを発動しない旨が決

定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。

買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等によ

る権利行使は原則として認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予

約権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権に係る新株予約権無償割当て等を実施します。本プランに

従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得にともなって買収者以外の株主の皆様に

当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大約50％まで希釈化される可能性があ

ります。また、このほか、本プラン所定の要件を満たし、かつ、相当性を有する場合には、当社は法令及び当社

定款の下でとりうる合理的な手段を講じることがあります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当て等の実施、不実施又は取得等の判断については、取締役の

恣意的判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会規則に従い、当社経営陣から独立した当社社外取締

役等のみから構成される独立委員会の判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、

本プラン所定の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。こうした手続の過

程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保することとしております。

なお、本プランの有効期間は、第83期事業年度に係る定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち

最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされているため、本プランは、第86期事業年度に係る定時株

主総会の終結の時をもって有効期間が満了することになります。
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c．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

コーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上

させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に沿うものです。

また、本プランは、上記b.ロに記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、①株主総会において株主の承認を得た上導

入されたものであること、②一定の場合には本プランの発動の是非について株主の皆様の意思を確認する仕組み

が設けられていること、③本プランの発動に関する合理的な客観的要件が設定されていること、④独立性を有す

る社外取締役等によって構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の

勧告を経ることが必要とされていること、⑤独立委員会は当社の費用で専門家等の助言を受けることができると

されていること、⑥本プランの有効期間が３年間と定められた上、株主総会又は取締役会により廃止できるとさ

れていること、⑦当社取締役の任期は１年とされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されてお

り、企業価値ひいては株主共同の利益を確保することを目的としております。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、533百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定及び締結等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 112,391,530 112,391,530
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 112,391,530 112,391,530 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年９月30日 ― 112,391,530 ― 18,670 ― 16,759
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(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 10,961 9.94

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 6,300 5.71

オカムラグループ従業員持株会　 横浜市西区北幸二丁目７番18号 5,897 5.35

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,616 5.09

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 5,437 4.93

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 5,313 4.82

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,805 4.36

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 4,236 3.84

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号 4,076 3.69

オカムラ協力会持株会 横浜市西区北幸一丁目４番１号 3,557 3.22

計 ― 56,203 50.94
 

 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

四半期報告書

 8/20



 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

2,066,500

(相互保有株式)
普通株式 ― ―

424,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,098,189 ―
109,818,900

単元未満株式 普通株式 ― ―
81,330

発行済株式総数 112,391,530 ― ―

総株主の議決権 ― 1,098,189 ―
 

　
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社清和ビジネスの相互保有株式66株(持株会名義分を含む)、株

式会社朝日相扶製作所の相互保有株式30株(持株会名義分を含む)、株式会社ユーテックの相互保有株式69

株(持株会名義分を含む)及び当社所有の自己株式71株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

株式会社オカムラ
横浜市西区北幸二丁目７番
18号

2,066,500 ― 2,066,500 1.8

(相互保有株式)      

株式会社清和ビジネス
東京都中央区日本橋室町
四丁目３番18号

158,300 141,000 299,300 0.3

株式会社朝日相扶製作所
山形県西村山郡朝日町
大字宮宿600番地15

2,000 84,900 86,900 0.1

株式会社ユーテック
東京都千代田区五番町
14番地１

― 38,600 38,600 0.0

合計 ― 2,226,800 264,500 2,491,300 2.2
 

　
(注) １ 株式会社清和ビジネスは、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラディーラー共栄会　神奈川県

横浜市西区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式141,056株を保有しておりま

す。

２ 株式会社朝日相扶製作所は、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラ協力会持株会　神奈川県横

浜市西区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式84,930株を所有しておりま

す。

３ 株式会社ユーテックは、当社の取引会社で構成される持株会(オカムラ協力会持株会　神奈川県横浜市

西区北幸一丁目４番１号)に加入しており、同持株会名義で当社株式38,669株を所有しております。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 27,452 32,916

  受取手形及び売掛金 ※1  68,015 ※1  56,389

  有価証券 - 500

  商品及び製品 11,579 12,188

  仕掛品 1,658 1,843

  原材料及び貯蔵品 4,464 4,666

  その他 2,579 2,225

  貸倒引当金 △78 △74

  流動資産合計 115,671 110,656

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 14,666 14,286

   土地 27,892 27,892

   その他（純額） 13,784 13,828

   有形固定資産合計 56,343 56,007

  無形固定資産   

   のれん 5 -

   その他 4,039 3,874

   無形固定資産合計 4,045 3,874

  投資その他の資産   

   投資有価証券 49,414 52,074

   その他 7,670 7,684

   貸倒引当金 △35 △55

   投資その他の資産合計 57,049 59,703

  固定資産合計 117,438 119,585

 資産合計 233,110 230,241
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  28,764 ※1  22,401

  電子記録債務 20,283 19,085

  短期借入金 6,190 6,136

  1年内返済予定の長期借入金 1,503 1,487

  1年内償還予定の社債 5,000 5,000

  未払法人税等 3,010 1,974

  賞与引当金 3,850 2,461

  その他 6,256 6,532

  流動負債合計 74,858 65,080

 固定負債   

  社債 5,000 5,000

  長期借入金 5,307 5,087

  退職給付に係る負債 15,502 16,013

  その他 6,856 8,145

  固定負債合計 32,666 34,245

 負債合計 107,525 99,326

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,670 18,670

  資本剰余金 16,766 16,766

  利益剰余金 78,991 82,276

  自己株式 △2,429 △2,432

  株主資本合計 111,999 115,280

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 14,103 16,188

  為替換算調整勘定 236 87

  退職給付に係る調整累計額 △1,116 △992

  その他の包括利益累計額合計 13,223 15,283

 非支配株主持分 362 351

 純資産合計 125,585 130,915

負債純資産合計 233,110 230,241
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 113,327 118,837

売上原価 78,260 81,409

売上総利益 35,067 37,427

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 4,836 5,040

 給料及び手当 9,720 10,147

 賞与引当金繰入額 1,602 1,658

 賃借料 3,918 4,257

 その他 10,287 11,085

 販売費及び一般管理費合計 30,365 32,190

営業利益 4,702 5,236

営業外収益   

 受取利息 8 13

 受取配当金 346 502

 持分法による投資利益 186 174

 その他 364 422

 営業外収益合計 906 1,113

営業外費用   

 支払利息 100 87

 固定資産除売却損 56 95

 その他 117 99

 営業外費用合計 274 281

経常利益 5,334 6,068

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 1,196

 特別利益合計 - 1,196

特別損失   

 減損損失 - 18

 災害による損失 - 294

 ゴルフ会員権評価損 1 1

 特別損失合計 1 313

税金等調整前四半期純利益 5,333 6,951

法人税、住民税及び事業税 1,014 1,833

法人税等調整額 666 291

法人税等合計 1,680 2,125

四半期純利益 3,652 4,826

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

7 △2

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,645 4,829
 

EDINET提出書類

株式会社オカムラ(E02369)

四半期報告書

13/20



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

四半期純利益 3,652 4,826

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,198 2,095

 為替換算調整勘定 △4 △120

 退職給付に係る調整額 △35 124

 持分法適用会社に対する持分相当額 5 △47

 その他の包括利益合計 2,164 2,051

四半期包括利益 5,817 6,878

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 5,819 6,889

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1 △11
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 5,333 6,951

 減価償却費 2,696 2,725

 減損損失 - 18

 持分法による投資損益（△は益） △186 △174

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 16

 賞与引当金の増減額（△は減少） △1,297 △1,388

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 330 680

 受取利息及び受取配当金 △355 △516

 支払利息 100 87

 投資有価証券売却損益（△は益） - △1,196

 売上債権の増減額（△は増加） 9,845 11,626

 たな卸資産の増減額（△は増加） △599 △996

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,929 △7,196

 未払消費税等の増減額（△は減少） 275 78

 その他 △883 383

 小計 10,305 11,097

 利息及び配当金の受取額 364 530

 利息の支払額 △103 △82

 法人税等の支払額 △2,910 △2,455

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,655 9,090

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △912 △934

 定期預金の払戻による収入 533 640

 有形固定資産の取得による支出 △2,101 △2,181

 無形固定資産の取得による支出 △474 △490

 投資有価証券の取得による支出 △1,524 △582

 投資有価証券の売却及び償還による収入 0 1,741

 その他 △38 17

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,519 △1,790

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 50 △42

 長期借入金の返済による支出 △231 △235

 社債の発行による収入 5,000 -

 社債の償還による支出 △5,000 -

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △1,323 △1,541

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△236 -

 その他 △242 △201

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,984 △2,023

現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △103

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,167 5,174

現金及び現金同等物の期首残高 25,461 26,122

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  26,629 ※1  31,296
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【注記事項】

(追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区

分に表示しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

受取手形 628百万円 743百万円

支払手形 680百万円 574百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

現金及び預金勘定 28,084百万円 32,916百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,455 △1,619

現金及び現金同等物 26,629百万円 31,296百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,323 12.00 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金
 

　
２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年10月18日
取締役会

普通株式 1,323 12.00 2017年９月30日 2017年12月８日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,544 14.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金
 

　
２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月17日
取締役会

普通株式 1,544 14.00 2018年９月30日 2018年12月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２）

オフィス
環境事業

商環境
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 57,422 48,383 105,805 7,521 113,327 ― 113,327

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 57,422 48,383 105,805 7,521 113,327 ― 113,327

セグメント利益 2,884 1,708 4,592 109 4,702 ― 4,702
 

　
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流機器事業及び流体変速機事業

等を含んでおります。

２ セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

 当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１)

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２）

オフィス
環境事業

商環境
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 61,751 47,408 109,159 9,677 118,837 ― 118,837

セグメント間の内部売
上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 61,751 47,408 109,159 9,677 118,837 ― 118,837

セグメント利益 3,763 656 4,420 816 5,236 ― 5,236
 

　
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流機器事業及び流体変速機事業

等を含んでおります。

２ セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

「オフィス環境事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失

の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては18百万円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

１株当たり四半期純利益(円) 33.09 43.85

(算定上の基礎)  　

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 3,645 4,829

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

3,645 4,829

普通株式の期中平均株式数(千株) 110,156 110,151
 

　
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第84期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）中間配当については、2018年10月17日開催の取締役会におい

て、2018年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

①  配当金の総額 1,544百万円

②  １株当たりの金額 14円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2018年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2018年11月13日

株式会社オカムラ

取締役会  御中

有 限 責 任   あ ず さ 監 査 法 人
 

 

指定有限責任社員
 公認会計士 園 田 博 之 ㊞

業務執行社員
 

　

指定有限責任社員
 公認会計士 川 口 靖 仁 ㊞

業務執行社員
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オカム

ラの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オカムラ及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

※１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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